
新型コロナウイルス感染症対策基本方針 
〔子どもたちの安全安心を第一に〕 

 
 新型コロナウイルス感染症の脅威が拡大する中、国が３月２日からの小中学校等の一

斉休校を要請して以来、保護者をはじめ、市民の生活への影響が大きくなっています。 
 具体的な対策は、日々変化する状況に応じて講じてまいりますが、対策の検討にあた

っては、下記の事項を基本として総合的に判断してまいりますので、ご理解とご協力を

お願いいたします。 
 

記 
 
◎基本方針 
 １ 子どもたちを守る 
   子どもへの新型コロナウイルス感染症の感染やその拡大リスクの低減を図るた

め、小中学校は、休校を原則とする。 
なお、保育園等は開園しているが、狭い空間に大勢の子どもが集まることは感染

リスクを高めることになるので、自宅等で過ごせる場合は登園を控えてもらう。 
 
 ２ 保護者の皆様の思いに寄り添う 
   小中学校が休校となっても、準備期間が短く仕事を休めないことも想定されるこ

とから、子どもが自宅等で過ごすリスクが、防犯上やその他の理由で新型コロナウ

イルス感染症の感染リスクより大きいと保護者が判断した場合は、臨時的措置とし

て小中学校が受け入れる。 
また、実情の把握と今後の対策の参考とするため、アンケート調査を実施する。 

 
 ３ 市内経済への影響を極力抑える 
   新型コロナウイルス感染症が経済に及ぼす影響は、世界規模に広がっており、本

市においてもその影響が顕著となっている。今後さらに市内経済への影響が大きく

なることが想定されることから、中小事業者の資金繰り等を支援する。 
 
 ４ オール那須塩原で対応する 
   新型コロナウイルス感染症対策に伴う負担が、一部の市民に集中することがない

よう、市民・事業者・各種団体と行政が連携した取り組みを進める。 
   平時に比べ、子どもが自宅や地域で過ごす時間が長くなるため、自治会やコミュ

ニティの協力を求め、見守り活動を強化する。 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 

本市では、児童生徒が日常的に長時間集団でいることを避け、感染拡大を防ぐため、小・

中・義務教育学校の臨時休業を行いました。なお、すぐに対応が難しい家庭については、 

５日間の登校を可とした対応を行っているところです。 

本日までの３日間の現状としては、保護者の皆様の御理解、御協力をいただき、登校して

いる人数が、学校での感染拡大を防げる範囲であると判断しております。 

しかしながら、小学校低学年において１割強の児童が登校しており、まだ家庭等で過ごす

環境を整えることが困難な状況にあることが分かりました。 

これを受け、３月９日（月）から１３日（金）までの間、小学校においては、現在の対応

を継続することにしましたので、引き続き家庭等で過ごす環境を整えるよう御協力をお願い

します。 

なお、今後登校する児童が増えてしまうと、感染拡大を防ぐ目的を達することが難しい状

況になると考えられるため、引き続き小学校においても登校を控えるよう、皆様の御理解、

御協力をお願いいたします。 

 

３月９日(月)以降の対応 

・小学生 ３月９日（月）から１３日（金）まで 現在の対応を継続 

・中学生 ３月９日（月）から 当初の予定どおり各家庭等で過ごす 

 

 

児童生徒の登校状況  

３月２日（月） 

・小学生 ６６３人（10.6％） ・中学生 ６４人（ 2.1％） 計 ７２７人（ 7.8％） 

３月３日（火） 

・小学生 ６２２人（ 9.9％） ・中学生 ３９人（ 1.3％） 計 ６６１人（ 7.1％） 

３月４日（水） 

・小学生 ５０９人（ 8.1％） ・中学生 ２７人（ 0.9％） 計 ５３６人（ 5.7％） 
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所属 教育部  学校教育課長 

氏名 小泉 秀夫 電話 0287-37-5289 

事業 

市内小中学校等の臨時休業における 3/9以降の対応について 
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臨時休業中の家庭学習について 

【 那須塩原市の取組 】 

本市では、今回の臨時休業にあたって、平成２７年度から導入している家庭学習サービ 

ス『eライブラリ』を活用し、児童生徒への家庭学習支援を行っております。 

この学習サービスは、児童生徒が家庭等のＰＣ・タブレット・スマートフォンから利用す

ることができるものです。 

 

○具体的な取組として、 

 ・２月２８日（金）、各学校で児童生徒に対して、臨時休業期間の家庭学習については、

苦手な内容や理解ができなかった部分を『eライブラリ』等で復習するよう指示しまし

た。 

①児童生徒に対しては、学校ホームページ等で活用を促し、必要に応じて重点課題をお 

知らせします。 

②児童生徒は、重点課題や学習したい教科の学年・単元を自ら選んで学習します。 

③教員は、児童生徒の取組について『eライブラリ』の機能で個別に学習状況を把握しま 

す。 

④学習状況をふまえ、教員が児童生徒へ取り組み方のアドバイスを学校ホームページや 

『eライブラリ』のメッセージ機能を利用して伝えます。 

 

これらのサイクルを繰り返し、家庭でも学習内容の基礎・基本の定着を図れるよう、児童

生徒の学習支援にあたっています。 

  

 

なお、家庭学習の一方的な指示だけでなく、臨時休業中の家庭における児童生徒の生活状

況の確認や支援のために、学校から適宜、電話等で確認を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

那須塩原市教育委員会 

学校教育課学校指導係 

TEL 0287-37-5349 

FAX 0287-37-5479 
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                                       別紙１  

【eライブラリについての情報】 

・ラインズ株式会社の学習サービス。 

・那須塩原市では、平成２７(2015)年度から導入。 

・小 1～中 3までの５教科(国語、社会、算数・数学、理科、英語)に加えて、中学生向けに

は実技系教科が用意されている。 

・57,000問以上のドリル教材、英語のリスニング教材、中学生は各都道府県の公立高校入

試過去問の 10年分も印刷できる。 

・ドリル学習（一問一答）だけでなく、解説教材や確認問題もあり、単元ごとの要点がまと

まっていることから、自分の理解度を確認することができる。（復習） 

・児童生徒自らが学習内容を選択することで、学年を超え、自分に合った学習ができる。 

 例えば、中学校１年生が中学校２年生や小学校６年生の学習内容に取り組むことができる。

（予習・復習） 
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保育園等における対応状況 

 

■対応経過 

２月２３日 2月 18日付け国通知を踏まえ、保育園等における新型コロナウイルスの対応 

      方針を対策本部会議において決定。 

２月２５日 公立保育園保護者宛てに保育園等で感染者が発生した場合、臨時休園する場 

      合がある旨を通知により周知。 

２月２６日 私立保育園等宛てに臨時休園について市の対応方針を踏まえた対応を要請し、 

      保護者へ臨時休園する場合がある旨の周知を依頼。 

２月２８日 保護者を通して事業者宛てに保育園等が臨時休園した場合における休暇の取 

      得について配慮いただけるよう通知。 

同   日 2月 27日発表「小中学校の休校要請」の政府方針等を踏まえ、保育園等の保 

      護者に対して、家庭での保育が可能な場合には、自主的な休園を要請する方 

      針を対策本部会議で決定。併せて施設を通して保護者宛て通知により周知。 

３月  ３日 自主休園の要請について、みるメールで周知。 

今    後  保護者に対してアンケート調査を実施する予定。 

 

■自主休園の要請 

      自主的な休園を要請する期間は、３月２日（月）から３月２４日（火）までと 

            し、休園した期間の利用者負担額は日割りにより減額する。 

      副食費については、公立保育園では日割りにより減額、私立保育園等では各園 

      での対応による。 

 

■公立保育園１０園における自主休園児童数 

      3月 1日時点在園児数 918人 

      うち、自主休園した児童数 

      3月 2日 45人（4.9%）、3月 3日 79人（8.6％）、3月 4日 93人（10.1%） 
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所属 子ども未来部 保育課長 

氏名 福田 博昭  電話 0287-46-5536 

 

事業 

新型コロナウイルス感染症対策に係る保育園、児童クラブ等の対応について 

 



 

 

放課後児童クラブにおける対応状況 

■対応経過 

２月２８日 2月 27日発表「小学校の休校要請」の政府方針等を踏まえ、公設放課後児童ク

ラブの保護者、ゆめがくどう事務局及び市内民設児童クラブに対して、下記のよ

うな開所とするよう通知。 

      〇３月２日（月）～３月６日（金） 

      ・日中は学校、児童クラブは通常通り夕方から開所。 

     

      〇３月９日（月）～３月１３日（金） 

     ・日中は学校、児童クラブは通常通り夕方から開所。 

 

■保育料減額 

      自主的な欠席を要請する期間は、３月２日（月）から３月２４日（火）までと   

      し、欠席した期間の保育料は日割りにより減額する。 

 

 

■児童クラブ欠席児童数 

      ○児童クラブにおける欠席児童数 

      ・公設児童クラブ（24クラブ）在籍児童 1,422人（R2.1月時点） 

       うち、欠席した児童  

       3月 2日 1,141人（80.2％）、3月 3日 1,133人（79.7％） 

      ・民設児童クラブ（20クラブ）在籍児童 764人（R2.1月現時点） 

       うち、欠席した児童 

       3月 2日 501人（65.6％）、3月 3日 504人（66.0％） 



 

 

 
 
 
 
 

１．目的 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、市内の観光業や飲食業においてキャンセルなど

が増加している状況にあり、その他の業種においても売り上げの落ち込みが見込まれていま

す。このような状況にある市内中小企業・小規模事業者の経営安定を図るため、市制度融資

の「り災特別資金」において利率の引き下げや融資条件の緩和を行います。 

 利用者にとって利便性の高い資金とすることで、市内の中小企業・小規模事業者への支援

の強化を図ります。 

 なお、今回の利率引き下げにより、県内の制度融資において最低水準の利率となります。 

 

２．り災特別資金（新型コロナウイルス対応）の概要 

資金使途 運転資金及び設備資金 

融資限度額 １，０００万円 

貸付利率 １．１％または１．３%（通常との比較は下表参照） 

償還期間 ３年、５年、７年、１０年以内 

融資を受ける条件 

(全て満たしている方)  

①市内に事業所を有する方 

②市内で１年以上事業を営む方 

③市税を滞納していない方 

④中小企業信用保険法第２条第５項（セーフティネット保証）第４号 

もしくは第５号の規定による認定を受けていること。 

運用開始日 令和２年３月６日（金）から 

・融資の可否については、取扱金融機関と信用保証協会の審査があります。 

 

＜利率引き下げ＞            

償還期間 
令和元年度 

（通常） 
引き下げ要件 

新型コロナウイルス対応

（引き下げ後） 

3 年以内 1.4%（1.3%） 

セーフティネット 4 号

もしくは 5 号認定を 

受けた者 

1.1%（1.0%） 
5 年以内 1.5%（1.4%） 

7 年以内 1.6%（1.5%） 
1.3%（1.2%） 

10 年以内 1.9%（1.8%） 

（ ）内は責任共有制度対象外 

 

令和 2(2020)年 3月 4日 臨時記者会見資料 

所属 産業観光部  商工観光課長 

氏名 渡辺 直次郎 電話 0287-62-7153 

事業 

新型コロナウイルス対策に関する中小企業支援について 



３．その他 

 新型コロナウイルス感染症の状況の変化や本資金の利用状況などを鑑みて、今後の支援に

ついて検討していきます。 

 

【参考】 

セーフティネット保証制度（中小企業信用保険法に基づく認定） 
4 号：突発的災害（自然災害等） 
 突発的災害（自然災害等）の発生に起因して売上高等が減少している中小企業者を支援するための

措置 
 要件（以下のいずれにも該当すること） 

1. 申請者が、指定を受けた地域において 1 年以上継続して事業を行っていること 
2. 指定を受けた災害等の発生に起因して、その事業に係る当該災害等の影響を受けた後、

原則として最近 1 か月間の売上高等が前年同月比で 20％以上減少しており、かつ、その

後 2か月間を含む 3 か月間の売上高等が前年同月比で 20％以上減少することが見込まれ

ること 
 

5 号：業況の悪化している業種 
全国的に業況の悪化している業種に属する中小企業者を支援するための措置 
 要件 
（イ）国の指定業種に属する事業を行っており、最近 3 か月間の売上高等が前年同期に比べて 5％

以上減少していること。 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 現 状  
 本市においては、今週３月２日（月）から市内の全小中学校及び義務教育学校を原則休校（県立高

等学校も休校）とし、必要なお子さんは自由登校の形をとっている。 
 この状況に当たり、今後の職員の勤務形態を検討するため、休校実施当日及びその翌日に各所属を

通じて職員の勤務実態に関するアンケート調査を実施した。 
 
【３月２日分】                           （単位：人・％） 

 休校に伴う休暇を取得している職員数 

時間休の取得 割合 １日の休暇を取得 割合 

正 職 員 4  0.49 1  0.12 

臨時・非常勤職員 4  0.80 4  0.80 

 
【３月３日分】                           （単位：人・％） 

 休校に伴う休暇を取得している職員数 

時間休の取得 割合 １日の休暇を取得 割合 

正 職 員 9  1.11 2  0.24 

臨時・非常勤職員 2  0.40 3  0.60 

 
２ 今後の勤務形態（対応策）  
 ❶ 年次休暇の取得 
 
 ❷ 在宅勤務の実施 
 
 ❸ 特別休暇の付与 

令和２（2020）年３月４日 臨時記者会見資料 
所属 総務部 総務課長 
氏名 五十嵐 岳夫 電話 0287-62-7110 

 

新型コロナウイルス感染症に関する職員等の服務について 




